
平成２８年度公立学校教職員の人事行政状況調査について（概要）

平成29年12月27日（水）

１．調査目的
教職員の人事管理に資するため、公立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、

特別支援学校における教職員の人事行政の状況について、調査を実施しているもの。

２．調査対象及び調査対象期間
４７都道府県及び２０指定都市の計６７教育委員会を対象。平成２８年度の状況を中心に調査。

３．調査項目
(1) 精神疾患による病気休職者等数
(2) 教育職員の懲戒処分等（交通違反・交通事故、体罰、わいせつ行為等）
(3) 指導が不適切な教員の認定及び措置等、条件付採用
(4) 人事評価
(5) 校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭の登用状況
(6) 教員出身でない者の校長等の任用状況
(7) 教職員の再任用状況
(8) 教育職員の育児休業及び介護休暇の取得状況

４．平成28年度の主な特徴

・精神疾患による病気休職者数は、4,891人（0.53％）で、昨年度（5,009人（0.54％））から減少。 （別紙１）
・わいせつ行為等により懲戒処分等を受けた者は、226人（0.02％）で、昨年度（224人（0.02％））から微増。 （別紙２）
・体罰により懲戒処分等を受けた者は、653人（0.07％）で、昨年度（721人（0.08％））から減少。 （別紙２）
・女性の管理職（校長、副校長及び教頭）は、11,618人（16.7％）で、昨年度（11,233人（16.0％）から増加。 （別紙３）
・育児休業の取得割合は男性1.9%、女性96.6%で昨年度（男性1.8%、女性96.5%）から増加。 （別紙４）
・今回、各任命権者が定める懲戒処分の基準に関する内容を新たに公表。

※数値に変更があったため、令和２年11月30日更新(下線部)



教育職員の精神疾患による病気休職者数（平成28年度）

※教育職員の精神疾患による病気休職者数の推移（平成18年度～平成28年度）

○教育職員（※）の精神疾患による病気休職者数は、4,891人（全教育職員数の0.53％）であり、平成19年度以降、
5,000人前後で推移しているが、ここ３年は連続して減少。
（※）公立の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校における校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、

栄養教諭、助教諭、講師、養護助教諭、実習助手及び寄宿舎指導員 （総計920,058人（平成28年5月1日現在））

4,675 
4,995 

5,400 5,458 5,407 5,274 
4,960 5,079 5,045 5,009 4,891 

0.51%
0.55%

0.59% 0.59% 0.59% 0.57%
0.54% 0.55% 0.55% 0.54% 0.53%

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

0.50%

0.60%

0.70%

0.80%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

精神疾患による休職者数（人） 在職者に占める精神疾患の割合（％）（ 人 ）

別紙１



○懲戒処分又は訓告等（以下「懲戒処分等」という。）を受けた教育職員は、8,037人（0.87％）で、 平成27年度
（6,320人（0.69％））から1,717名増加。

・わいせつ行為等により懲戒処分等を受けた者は、226人（0.02％）で、平成27年度(224人）から微増（過去最
多）。
・体罰により懲戒処分等を受けた者は、653人（0.07％ 懲戒処分161人、訓告等492人）で、平成27年度

721人（0.08%  懲戒処分174人、訓告等547人）から減少。
※(  )内は教育職員数に対する割合

別紙２

教育職員の懲戒処分等の状況（平成28年度）

区分 年度
懲戒処分

訓告等 総計
免職 停職 減給 戒告 合計

交通違反・
交通事故

２８ ３２ ４８ ５５ １３１ ２６６ ２，７３９ ３，００５

２７ ４２ ３８ ５７ １１８ ２５５ ２，７７３ ３，０２８

体罰
２８ １ １７ ７３ ７０ １６１ ４９２ ６５３

２７ ０ １２ ８０ ８２ １７４ ５４７ ７２１

わいせつ行為
２８ １２９ ５０ １５ ３ １９７ ２９ ２２６

２７ １１８ ６３ １０ ４ １９５ ２９ ２２４

個人情報の不
適切な取扱い

２８ ０ ０ ６ １７ ２３ ３２５ ３４８

２７ ０ ２ １０ ２４ ３６ ２７３ ３０９

その他
２８ ４７ ７９ ６１ ８８ ２７５ ３，５３０ ３，８０５

２７ ３７ ６２ ８３ １０１ ２８３ １，７５５ ２，０３８

合計
２８ ２０９ １９４ ２１０ ３０９ ９２２ ７，１１５ ８，０３７

２７ １９７ １７７ ２４０ ３２９ ９４３ ５，３７７ ６，３２０

（単位：人）

※数値に変更があったため、令和２年11月30日更新(下線部)



女性管理職（校長、副校長及び教頭）の割合 （平成29年4月1日現在）

職種別の女性管理職の人数と割合（平成20年度～平成29年度）

○女性の管理職（校長、副校長及び教頭）は11,618人で、平成28年4月1日現在から385人増加。

○女性管理職の割合は16.7％で、過去最高を更新（これまでの最高は平成28年４月１日現在の16.0％）。

別紙３
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平成２８年度に新たに育児休業等を取得可能となった職員の取得状況

○育児休業等
① 育児休業の取得割合は、男性が1.9％、女性が96.6％。
② 育児短時間勤務の取得割合は、男性は0.03％、女性は1.4％。

・地方公務員（平成27年度）と比較すると、育児休業と育児短時間勤務の取得率が高い状況が見られる。
○介護休暇

・介護休暇取得状況は、男性が243人、女性1,014人、合計1,257人。

別紙４

教育職員の育児休業等及び介護休暇の取得状況（平成28年度）

区分
教育職員 （参考）地方公務員の状況（27年度）

男性職員 女性職員 合計 男性職員 女性職員 合計

新たに取得可能となった者 １４，４７１ １７，５８６ ３２，０５７ ５８，１５０ ４０，７７２ ９８，９９２

育児休業
２７２

（1.9％）
１６，９８６
（96.6％）

１７，２５８
（53.8％）

１，２６８
（2.2％）

３７，９９９
（93.2％）

３９，２６７
（39.7％）

育児短時間勤務
５

（0.03％）
２５４

（1.4％）
２５９

（0.8％）
４０

（0.07％）
５４５

（1.3％）
５８５

（0.6％）

部分休業
２１

（0.1％）
２６９

（1.5％）
２９０

（0.9％）
１１２

（0.2％）
１，７９８

（4.4％）
１，９１０
（1.9％）

（単位：人）

※（ ）は、新たに取得可能となった者に対する取得者の割合を示す。
※育児短時間勤務は、任命権者の承認を受けて、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、①１日当たり３時間５５分勤務、 ②１日当たり

４時間５５分勤務、③週３日勤務、④週２日と１日のみ３時間５５分勤務、⑤その他条例で定める勤務形態 を選択して勤務することができる制度。
※部分休業は、任命権者の承認を受けて、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、１日当たり２時間まで勤務しないことができる制度。


